
改正フロン排出抑制法と
最近の動向について
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設置時 整備時 廃棄時

〔充塡証明書・回収証明書の交付〕 〔行程管理票（引取証明書）
の交付〕

〔算定漏えい量報告〕
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１.引取証明書・回収証明書
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２.確認証明書①（フロンが充塡されていないことの確認）

機器の管理者から、フロン類が充塡されていないことの確認を求められた場合、以
下の基準等で対応してください。

① 確認作業の基準
 フロン類の回収に関する基準以下まで吸引してもフロン類が回収されなかっ

たこと。
 確認作業は、都道府県に登録された第一種フロン類充塡回収業者が行なう。

 確認後に交付する確認証明書は、機器の廃棄者及び充塡回収業者双方が書面
又はその写しを保存しなければなりません。（交付後3年間）

② 確認証明書の記録事項
 機器の廃棄者の氏名（名称）、住所
 確認を行った機器の種類と台数
 確認した機器が確認前にあった場所（所在）
 確認を行た充塡回収業者の氏名（名称）、住所、登録番号
 確認証明書の交付年月日
 確認を行った日

フロン類の圧力区分 圧力※ ゲージ圧力
（参考）

低圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa未満のもの） 0.03MPa －0.07MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、フ

ロン類の充塡量が2㎏未満のもの）
0.1MPa 0 MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、フ

ロン類の充塡量が2㎏以上のもの）
0.09MPa －0.01MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が2MPa以上のもの） 0.1MPa 0 MPa
（※上表に掲げるフロン類の圧力区分に応じ吸引すること。）

回
収
に
関
す
る
基
準



フロンの回収依頼 フロン充塡無しの確認依頼

フロン有り フロン無し フロン有り フロン無し

引取証明書を交付
確認証明書
を交付

〔今までどおり記録・報告〕 〔新たに記録・報告〕

回収基準に従い回収を行う

２.確認証明書②（引取証明書か確認証明書か）
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法第４１条の規定により
フロン類が充塡されてい
ないことの確認を行った
第一種特定製品の台数

〔新様式第３〕
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２.確認証明書③（都道府県への報告）



３.常時監視システムによる簡易点検

以下の要件を満たす常時監視システムは、簡易点検に代え
ることができる。 （令和4年8月22日告示改正）

システムの用家に関する技術的内容は、(一社)日本冷凍空調工業会発行の「業務用冷凍空調機器の常時監視によるフロン類の漏えい検知システムガイ
ドライン（JRA GL-17：2021）」を参照 （環境省「令和4年度改正フロン排出抑制法に関する説明会」資料から」
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４.指定製品の追加①
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４.指定製品の追加②
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４.指定製品の追加③
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（１）フロン類の種類について

単一冷媒のフロン類の種類は表1のとおりとし、混合冷媒のフロン類の種類
は表2のとおりとする。（新たに49種類追加）

（２）地球温暖化係数について

現行のフロン類GWP告示における地球温暖化係数は、気候変動に関する政
府間パネル（以下、「IPCC」という。）による第4次評価報告書（平成19年
公表。以下、「AR4」という。）の値を使用している。
この度、令和6年に集計・公表予定の我が国全体の温室効果ガス排出量及び

同年に集計予定の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の算定から、
IPCC第5次評価報告書（平成25年公表。以下、「AR5」という。）の値を用
いる予定であることを踏まえ、フロン類算定漏えい量等報告で用いる地球温
暖化係数についてもAR5の値を用いることとするため、フロン類GWP告示に
規定される地球温暖化係数を、表1及び表2のとおりとする。

５.GWP値の見直し① （R5.4.1施行）

122307



５.GWP値の見直し②
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５.GWP値の見直し③
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５.GWP値の見直し④
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５.GWP値の見直し⑤
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５.GWP値の見直し⑥
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５.GWP値の見直し⑦
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〔フロン類の種類及び地球温暖化係数が用いられている規定〕

① フロン類算定漏えい量等報告において、第一種特定製品の管理者が行う
漏えい量の算定

② 第一種フロン類充塡回収業者がフロン類の充塡を行うに当たって従う基準
③ 特定製品の製造業者等による特定製品への表示

〔充塡証明書・回収証明書〕

① 充塡・回収した冷媒のGWP値を記入

●注意事項●

 管理者が計算する「算定漏えい量」の計算に影響する。
 充塡・回収証明書は、「算定漏えい量」の計算に重要。

５.GWP値の見直し⑧

192307
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５.GWP値の見直し⑨

〔充塡証明書〕

※この様式は、(一社)日本冷
凍空調設備工業連合会の
ホームページに掲載



６.フロン法施行状況（R3年度）①

第一種フロン類充填回収業者登録の推移

21

フロン類の回収は「第一種フロン類回収業者」が行ってきたが、H25年法改

正により、充塡行為を適正なものとするため、都道府県への登録が必要とな
り、「第一種フロン類充塡回収業者」と名称が変更。

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律施行状況調査（令和３年度実績）

2307

東京都 4,370
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フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律施行状況調査（令和３年度実績）

法に基づく立入検査件数

2307

６.フロン法施行状況（R3年度）②
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フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律施行状況調査（令和３年度実績）

第一種特定製品管理者及び第一種フロン類充塡回収業者に対する法に基づく
指導・助言は、都道府県による指導・監督の強化により近年増加している。

令和３年度に実施したフロン排出抑制法に基づく指導・助言の実施状況（単位：件）

2307

６.フロン法施行状況（R3年度）③



６.フロン法施行状況（R3年度）④

〔都道府県別、
立入・指導
等状況〕

24



〔都道府県別、
立入・指導
等状況〕

６.フロン法施行状況（R3年度）⑤
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（環境省による自治体における後油性対応事例の概要資料より一部抜粋）
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■第一種特定製品管理者等

６.フロン法施行状況（R3年度）⑥〔自治体対応事例〕
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■第一種特定製品廃棄等実施者

（環境省による自治体における後油性対応事例の概要資料より一部抜粋）

■第一種フロン類充塡回収業者

６.フロン法施行状況（R3年度）⑦〔自治体対応事例〕
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（環境省による自治体における後油性対応事例の概要資料より一部抜粋）

■特定解体工事元請業者

■第一種特定製品引取等実施者

６.フロン法施行状況（R3年度）⑧〔自治体対応事例〕



 キガリ改正に基づき、国全体の代替フロン生産量、消費量それぞれの限度について、2019

年以降、段階的に切り下げていくこととなる。

 各事業者に対する製造量、輸入量の配分の仕組みは、実績を踏まえた形を基本としつつ、
国全体での代替フロン削減に寄与する画期的に温室効果の低い冷媒の製造等に対し、イン
センティブを付与するものとする。

 特に厳しくなる2029年以降の削減義務（推計約2,100万t-CO2）を達成すべく、グリーン冷
媒及びそれを活用した機器の開発・導入を計画的に推進していく。

フロン排出抑制法に基づく見通しとモントリオール議定書キガリ改正に基づく国全体の消費量の限度の変化
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７.代替フロンの再生・再利用① 〔生産量削減〕



30

７.代替フロンの再生・再利用②
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●特定不活性ガス

不活性ガス

特定不活性ガス
（R32、R1234yf、
R1234ze等）

★特定不活性ガスの定義★
不活性なフロンであって、温度60℃、圧力0Paにおいて着火したときに火炎

伝ぱを発生させるもの （R3.4.23改正）

法定冷凍能力
50㌧以上・・・・・・・許可（第一種）
20㌧以上～50㌧未満・・届出（第二種）
5㌧以上～20㌧未満・・その他製造設備
5㌧未満・・・・・・・適用除外

第一種ガス

●製造設備（第一種・第二種）の技術上の基準（その他製造設備も①②を準用）
①漏えいしたガスの滞留を防止する措置
②ガス漏えい検知警報設備
③指定設備設置室内の機械通風装置が停止した際、連動して停止する機能の追加
④その他製造設備（5㌧以上20㌧未満）冷媒ガスが漏えいしたとき燃焼を防止

するための措置

１.特定不活性ガスの定義①

（※以下の技術上の規準を満たす必要があります。）
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●回収装置
①構造上の規制（静電気除去、換気機能、冷却ファン常時稼働、警戒標及び
表示等）

②使用上の注意（日常点検、40℃以上で使用しない。風通しのよい場所で使
用。火気近くでは使用しない。消火設備の用意。ガス漏えい検知警報設備の
設置（着脱容器45ℓ以下の場合は除く）。雨等で濡らさない等）

●移動
①イエローカードを運転者に交付し、移動中は携帯させる。
②消火設備、災害防止のための応急措置に必要な資材・
工具を携帯。

（容器内容積25ℓ以下、かつ、積載容器の内容積の合計が
50ℓ以下は除く）

●貯蔵
①容器置場には、その規模に応じ、適切な消火設備を適切な箇所に設ける。
②容器置き場の周囲2m以内において火気を使用しない。かつ、引火性・発火
性の物を置かない。（遮断措置を講じた場合や貯蔵する高圧ガスが3㌧未満
の容器置場には適用しない）

（イエローカード）

（※７）

（※８）

33

１.特定不活性ガスの定義②



容器保安規則が改正され、充塡できるガスの定義を冷媒名の掲名から「一定
温度における圧力」に改正した。（H31.4.22改正） （※９）

342004

２.容器について①



・容器保安規則が改正され、充塡できるガスの定義を冷媒名の掲名から「一
定温度における圧力」に改正した。（H31.4.22改正）

・さらに、地球温暖化係数（GWP）の低い冷媒への転換が進められており、
また、このような低GWPの冷媒は圧力が高いこともあるため、新たなFC

容器の類型を追加した。（R4.7.29改正 R5.1.29施行）

（※９）
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２.容器について②
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ご清聴ありがとうございました。
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